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公債収入
1,186（7.4）

地方特例交付金
63（0.4）

国・府支出金
3,053（19.2）

その他
　　3,920（24.6）
   繰入金（基金等）
　　1,540（9.7）
   使用料・手数料
　　　628（3.9）
   諸収入
　　1,752（11.0）

譲与税・交付金
675（4.2）

地方交付税
160（1.1）

市税
6,868（43.1）

予算規模(一般会計)

人件費

2,529（15.9）

扶助費

4,004（25.1）

公債費

2,100（13.2）

経常物件費

1,475（9.3）

特別会計

繰出金等

2,461（15.4）

投資的経費

3,356(21.1）

単位：億円

（構成比：％）

内訳

退職金 ３２１

退職金以外 ２，２０８

(歳 入)

単位：億円

（構成比：％）

(歳 出)

平成20年度一般会計(当初)の予算規模は、１兆5,925億円となっています
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予算規模(全会計)

大阪市の平成20年度全会計の予算規模は、全国の自治体の中で東京都、大阪府
に次いで3番目となっています

大阪市の会計(全会計)・・・

一般会計と20の特別会計からなっています

特別会計をさらに性質により、政令等特別会計、準公営企業会計、公営企業会計、公債費会計の４つに区分しています

予算規模（全会計・平成20年度）
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（億円）

4,296
3,420 3,350 3,324 3,160 3,199 3,277

1,643
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540 529
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(予算）

市税収入額の推移

その他の税

個人市民税

法人市民税

固定資産税・
都市計画税

市税収入の推移

近年は堅調に推移してきましたが、平成20年度予算については、企業収益や雇用情
勢の改善に足踏みが見られることなどから、前年度のほぼ横ばいと見込まれます
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市税総額と税目別構成比

12

市税総額は6,868億円で、政令市の中で2番目の規模となっています

税目別構成比は、他都市に比べ、法人市民税の市税総額に占める割合が高くなっ
ています

市税総額(平成20年度予算)
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市税税目別構成比(平成20年度予算)
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5,629
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歳出構造の推移

13

投資的経費は減少していますが、扶助費、公債費などの義務的経費は増加傾向に
あります

職員数削減や経常経費・管理費の見直しにより、歳出トータルでは減少しています

義務的経費等

投資的経費

歳出額の推移(一般会計)

15,92515,92616,017
16,970

18,70018,911

14,551
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財政健全化法における４指標

平成１９年度決算に基づく財政健全化法における健全化判断比率(４指標)は、

すべて「早期健全化基準」を下回っており、健全な財政運営に努めています

実質赤字 連結実質 実質公債 将来負担

比　　率 赤字比率 費 比 率 比　　率

(注1)

(注2)

早期健全化
基準

財政再生
基準

健全化判断
比率 － － 263.8%

11.25% 16.25% 25% 400%

11.8%

実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は「－」と表記している

連結実質赤字比率の財政再生基準については、3年間の経過的な基
準（40％→40％→35％）が設けられている

20% 40% 35% －

平成19年度決算に基づく健全化判断比率 特別会計 資金不足比率 取組状況

自動車運送
事業会計 29.8%

平成20年3月に策定した「大阪市交通事業中期経営計
画」に基づく経営改善方策を着実に実施するだけにとど
まらず、さらなる経営改善に取り組むとともに、「市営バ
スのあり方に関する検討会」において、平成21年度まで
に事業規模やサービス水準の見直しなど事業のあり方
について検討し、抜本的な改革に取組む。

市民病院
事業会計 39.1%

平成19年度には第3次経営健全化計画を策定し、平成
23年度までに不良債務を解消することを目標に取組ん
でいるが、より抜本的な病院事業の改革に取組むため
に、平成20年度には、国のガイドラインに沿って、経営
効率化、経営形態の見直し、再編・ネットワーク化の３つ
の視点に立った取組みを推進する「公立病院改革プラ
ン」を策定するとともに、平成21年4月に地方公営企業
法の全部適用に移行する。

中央卸売市場
事業会計 194.0%

市場（本場）の整備に伴う起債償還の負担により、資金
不足(不良債務)が発生していることから、資本費平準化
債を活用するとともに一層の経営改善により平成27年
度までに不良債務の解消を図る。

経営健全化基準 20.0%

平成19年度決算に基づく資金不足比率
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健全化判断比率(実質収支額・連結実質収支額)

実質収支額が赤字となっている会計があるものの、地下鉄事業や水道事業など

公営企業の資金収支は黒字となり、連結ベースで堅調な財政状況となっています

平成19年度決算に基づく各会計の実質収支額・資金剰余（不足）額

（百万円）

会　計　区　分 会　　計　　名
実質収支額・

資金剰余（不足）額
自動車運送事業会計 △ 5,731

高速鉄道事業会計 29,400

水道事業会計 24,565

工業用水道事業会計 2,734

市民病院事業会計 △ 12,337

中央卸売市場事業会計 △ 12,566

港営事業会計 0

下水道事業会計 13,321

食肉市場事業会計 0

市街地再開発事業会計 0

1,482

公営企業会計

連　　結　　実　　質　　収　　支　　額

会　計　区　分 会　　計　　名
実質収支額・

資金剰余（不足）額
一般会計 434

土地先行取得事業会計 0

母子寡婦福祉貸付資金会計 0

心身障害者扶養共済事業会計 0

公債費会計 0

434

駐車場事業会計 0

有料道路事業会計 0

国民健康保険事業会計 △ 38,574

老人保健医療事業会計 △ 2,885

介護保険事業会計 3,121

一般会計等

一般会計等以外の
特別会計のうち
公営企業に係る特別
会計以外の会計

実　　質　　収　　支　　額
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健全化判断比率(実質公債費比率)

総務省のルールどおり確実に公債償還基金へ積立を行ってきたことや、平成19年度
決算時より都市計画税を公債費の控除財源として算定することとなったことから、
11.8％（3ヵ年平均）と大きく改善しています

また、起債に許可を要する基準である18％を下回っています

18％以上

起債に許可

を要する

実質公債費比率(平成19年度)
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健全化判断比率(将来負担比率)

特定調停が成立しているＷＴＣ、ＡＴＣなどの第三セクター等に対する損失補償付債
務は、将来負担額に全額(100%)算入しており、今後の処理に伴って比率が悪化する
ことはありません

将来負担比率(平成19年度)
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中期的な財政収支概算(平成20年10月版)

「経費削減の取組(素案)」による見直しや、不用地売却等による更なる歳入確保などに
より、平成29年度には概ね収支が均衡する見通しです

早期健全化基準をクリアする見通しです

(一般会計) (億円)

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
単年度収支不足額 0 0 0 0 0 0 △ 61 △ 145 48 127
累積収支不足額 0 0 0 0 0 0 △ 61 △ 206 △ 158 △ 31

<参考>累積収支不足額(6月公表版) 0 0 0 △ 35 △ 269 △ 636 △ 933 △ 1,171 △ 1,234 △ 1,194

中期的な財政収支概算(平成20年10月版)

127
48△ 145△ 61

0 0 0 0 0 0

△ 35

△ 269

△ 933

△ 158△ 206
△ 61 △ 31

△ 1,194△ 1,234△ 1,171

△ 636

△ 1600

△ 1400

△ 1200
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△ 800
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△ 400

△ 200
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20 21 22 23 24 25 26 27 28 29
年度

億円

単年度収支

累積収支

<参考>累積収支不足額(6月公表版)

早期健全化基準(△837億円)
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『経費削減の取組(素案)』のポイント

大阪市が直面している危機的な財政状況に対応するため、平成２０年９月に「経費削減の
取組について(素案)」を取りまとめました
今後、広く市民のご意見や市会での議論をふまえ、平成21年度あるいは22年度予算に反映
させていきます

職員の給与カットと職員数の
削減により、人件費を平成２１
～２９年度までの９年間で
▲約２，９００億円削減

人件費

１３００を超える項目を見直し

一般事務費の節減、事業・施
策の縮減等により、平成２１～
２２年度で▲１０３億円削減

受益と負担の適正化、施設・
制度の効果的効率的な運営
により、平成２１～２２年度で
▲９８億円削減

（敬老優待乗車証や上下水道料金
福祉措置など)

施策・事業の見直し

平成２２年度末までに、職員数
▲７，０００人の削減目標に対し、
▲８，８００人を削減

職員数
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今後平成21～22年度の2年間で688億円の経費削減を図ります

平成22年度までの経費削減は、合計で2,442億円（達成率109％）となり、削減目標を

上回る見込みです

経費・職員数の削減

18年度 19年度 20年度 21・22年度 計

▲2,592人 ▲2,064人 ▲1,739人 ▲2,400人 ▲約8,800人

■職員数の削減(素案)

目標：平成22年度末までに▲7,000人超の削減

▲6,395人削減(達成率84％)

18年度 19年度 20年度 21・22年度 計

▲832億円 ▲383億円 ▲539億円 ▲688億円 ▲2,442億円

(達成率109％)

■経費の削減(素案)

目標：平成22年度までに▲2,250億円の削減

▲1,754億円削減(達成率

経費削減の内訳

達成額 削減総額

(達成率) (達成率)
18～20年度予算 21・22年度予算 18～22年度

▲900億円
▲429億円

(48％)
▲411億円

▲840億円
(93％)

人件費 ▲243億円 ▲210億円 ▲453億円

物件費等 ▲186億円 ▲201億円 ▲387億円

▲1,100億円
▲1,008億円

(92％)
▲326億円

▲1,134億円
(121％)

▲250億円
▲317億円

(127％)
49億円

▲268億円
(107％)

▲2,250億円
▲1,754億円

(78％)
▲688億円

▲2,442億円
(109％)

計

特別会計繰出金

経常経費

削減見込額

投資的経費

削減目標額
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人件費の削減

平成21年度から29年度まで、全職員の給料5％カット・管理職手当を10％カットします

その他の手当についても、超過勤務手当の節減・住居手当の見直し等により節減します

（平成21～22年度で▲95億円)

平成23年度以降も人員抑制を継続します（平成21～22年度で▲115億円）

人件費予算(一般会計第1部)の推計

2,529
億円

2,914
億円

2,319
億円

2,032億円
2,000

2 ,500

3 ,000

17年度
予算

20年度
予算

22年度
見込

29年度
見込

億円

21・22年 度
▲ 210億 円 の 削 減

23～29年度
削減累計額▲1,137億円　職員数削減・給与カット継続

市 政 改 革 基 本 方 針 目 標 達 成 中 期 財 政 収 支 概 算 に お け る 財 源 不 足 確 保
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市債発行額と公共事業費の推移(一般会計)

2,777 2,495 2,205 2,247 2,401 2,306 2,121 1,831
1,325 1,315 1,186

750 700
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3,000
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5,000
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市債発行額 公共事業費

22

市債発行額と公共事業費の縮減

公共事業費を減少させ、市債の新規発行額を極力抑制してきました

平成22年度には市債発行額を750億円まで削減し、27年度以降さらに50億円圧縮し
700億円としていきます(平成20年10月版収支概算）
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市債残高と公債費の将来推移

都市基盤等の整備や景気対策のための事業推進に、市債を活用してきた結果、累積
した市債残高の償還は今後本格化し、平成24年度前後にピークとなります

その後、公債費及び市債残高は減少していく見込みです(平成20年10月版収支概算)

公債費と市債残高の将来推移(一般会計)
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10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

年度末残高

公債費

公債費
（億円）

年度末残高
（億円）

20年度予算に比し、
321億円の増

３０年度末に
２兆円を下回る見込
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市税の収納率の推移

93.9 94.4 95.1 95.4 95.8

70

80

90

100

16 17 18 19 20 22
年度

％

(目標)

目標

96％台後半

大阪市未収金の状況

799

535
327 322

261

194 187

17年度決算 18年度決算 19年度決算 20年7月末

(億円)

17年度以前賦課分

799 796 796
755

18年度賦課分 19年度賦課分

275 246

歳入確保の取組

収納率の推移
未収金対策を推進するため、「新たな未収金を発生させない」「既存未収金の解消」を
二つの柱に、全庁的な取組を強化しています
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未利用地の活用

本市は、大阪市の面積の約25％を所有し、豊かな資産をもっています

未利用地については、有効利用及び売却促進に積極的に取り組んでおり、「大阪市

未利用地活用方針」に基づき、処分検討地の売却に努めていきます

（今後10年間で1,380億円）

大阪市の面積に占める市有地割合

大阪市の所有地 個人・企業・国等の所有地

約2億2,196万㎡

大阪市の所有
約5,676万㎡

(25.6％)

個人・企業・国等の所有
(74.4％)

未利用地面積

処分検討地 継続保有地 事業予定地

処分検討地
126万㎡
(52.1％)

事業予定地
88万㎡
(36.3％)

継続保有地
28万㎡
(11.6％)

約242万㎡
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蓄積基金の残高

1,128 1,069 989 1,114
711

2,723
3,164

3,003 3,010

3,061

150

133
103

123

123

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

16決算 17決算 18決算 19決算 20計画

億円

一般会計 公債費会計 その他

26

本市は、条例によって蓄積基金を設置しています

基金の目的に応じ、短期運用と中長期運用を組み合わせた、確実かつ効率的な運用
を行っています

蓄積基金運用状況
(平成20年3月末現在）

蓄積基金残高の推移

3,895
4,2474,095

4,366
4,001（単位：百万円）

繰替貸
12,000
2.7%

短期預金
210,141
47.4%

株式
24,433
5.5%

長期預金
21,000
4.8%

債券
175,700
39.6%

短期預金 長期預金 株式 債券 繰替貸

債券：地方債(158,302百万円)、政府保証債(10,000百万円)等

株式：関西電力株(24,425百万円)等
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公債償還基金の残高

公債償還基金(満期一括分)の残高(一般会計)

1,677

2,278

2,640 2,688
2,546 2,462 2,512

2,648

1,122

667

323

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

億円

市債の満期一括償還に備え、国のルール通り公債償還基金へ確実に積み立てており、
償還財源が確保されています

この積立金からの借入れは行わず、公債償還基金に頼らない財政運営をしています

年度 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20予

積 立 額 211 344 455 555 669 730 726 685 696 756 854

取 崩 額 － － － － 68 368 678 827 791 706 718

残 高 323 667 1,122 1,677 2,278 2,640 2,688 2,546 2,462 2,512 2,648
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高まる市場からの資金調達

※額面ベース、借換債を含む

※※表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある

本市の、市場公募債による資金調達は増加傾向にあり、起債額の7割程度を占め
るまでになっています

起債額の推移(全会計)

1 ,500 1 ,800 1 ,500 1 ,970 2 ,144 2 ,557
3 ,199 2 ,777 2 ,763

3 ,400
1,092 896 997

942
1,358

1,259
692

755 1,046
6001,832 1,536 1,556

1,618
1,258 958 1,128

627 350
600

4 ,424 4 ,232 4 ,054
4 ,530 4 ,760 4 ,774 5 ,020

4 ,159 4 ,158
4 ,600

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20(見込)

億円

政府資金等

銀行等引受

市場公募
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市場公募債の月別発行予定

平成20年度は、市場公募債により3,400億円程度の発行を予定しています

平成20年度
(億円)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

※今後、変更する可能性がある。

600

合 計内 訳

超 長 期 債
（ 主 幹 事 方 式 ）

520

み お つ く し 債 100

共 同 発 行
地 方 債

300

450

10 年 債 等
(引合方式以外)

10 年 債
（ 引 合 方 式 ）

1,200 200 200 200

150

50

120 40

50

20 60 70100 40 80600 20 50

個

別

市

場

公

募

5 年 債
（ 主 幹 事 方 式 ）

600

50 300

300

170
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（資料のお問合せ）
大阪市財政局財務部資金担当

TEL：06-6208-7730～2
FAX：06-6202-6952
E-mail：da0005＠city.osaka.lg.jp

（大阪市ホームページ）
http://www.city.osaka.jp/

（財政状況・市債について）
大阪市財政局ホームページ http://www.zaisei.city.osaka.jp/

（市政改革について）
大阪市市政改革室ホームページ
http://www.city.osaka.jp/shiseikaikakushitsu/index.html
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